
一
頁

郵
便
法
及
び
民
間
事
業
者
に
よ
る
信
書
の
送
達
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
郵
便
法
の
一
部
改
正
）

第
一
条

郵
便
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
六
十
七
条
第
二
項
第
二
号
中
「
一
の
事
業
所
に
お
い
て
そ
の
引
受
け
及
び
配
達
を
行
う
」
を
「
営
業
所
に
お
い
て
そ
の

引
受
け
を
行
う
郵
便
物
で
あ
つ
て
、
そ
の
送
達
に
際
し
会
社
の
区
分
営
業
所
（
主
と
し
て
郵
便
物
の
区
分
を
行
う
営
業
所
を

い
う
。
第
四
項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
間
の
運
送
を
要
し
な
い
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
第
一
号
中
「
一
の
事
業
所
に

お
い
て
そ
の
引
受
け
及
び
配
達
を
行
う
」
を
「
営
業
所
に
お
い
て
そ
の
引
受
け
を
行
う
郵
便
物
で
あ
つ
て
、
そ
の
送
達
に
際

し
会
社
の
区
分
営
業
所
間
の
運
送
を
要
し
な
い
」
に
改
め
る
。

第
七
十
条
第
三
項
第
三
号
中
「
六
日
」
を
「
五
日
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中
「
三
日
」
を
「
四
日
」
に
、
「
あ
て
て
」

を
「
宛
て
て
」
に
、
「
二
週
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
で
」
を
「
最
も
経
済
的
な
通
常
の
方
法
に
よ
り
当
該
地
域
に
係
る
郵
便

物
を
送
達
す
る
場
合
に
必
要
な
日
数
と
し
て
」
に
改
め
る
。

（
民
間
事
業
者
に
よ
る
信
書
の
送
達
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
二
条

民
間
事
業
者
に
よ
る
信
書
の
送
達
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
九
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正



二
頁

す
る
。

第
二
条
第
四
項
第
二
号
中
「
三
日
」
を
「
四
日
」
に
、
「
あ
て
て
」
を
「
宛
て
て
」
に
、
「
二
週
間
を
超
え
な
い
範
囲
内

で
」
を
「
最
も
経
済
的
な
通
常
の
方
法
に
よ
り
当
該
地
域
に
係
る
信
書
便
物
を
送
達
す
る
場
合
に
必
要
な
日
数
と
し
て
」
に

改
め
る
。

第
九
条
第
二
号
ロ
中
「
六
日
」
を
「
五
日
」
に
改
め
る
。

第
十
六
条
第
二
項
第
一
号
中
「
一
の
事
業
所
に
お
い
て
そ
の
引
受
け
及
び
配
達
を
行
う
」
を
「
事
業
所
に
お
い
て
そ
の
引

受
け
を
行
う
信
書
便
物
で
あ
っ
て
、
そ
の
送
達
に
際
し
当
該
一
般
信
書
便
事
業
者
の
区
分
事
業
所
（
主
と
し
て
信
書
便
物
の

区
分
を
行
う
事
業
所
を
い
う
。
）
間
の
運
送
を
要
し
な
い
」
に
改
め
る
。

第
十
八
条
中
「
営
業
所
」
を
「
事
業
所
」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

た
だ
し
、
次
条
及
び
附
則
第
三
条
の
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。



三
頁

（
準
備
行
為
）

第
二
条

総
務
大
臣
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
（
次
項
に
お
い
て
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
前
に
お
い
て
も
、
第
一
条
の
規

定
に
よ
る
改
正
後
の
郵
便
法
（
同
項
に
お
い
て
「
新
郵
便
法
」
と
い
う
。
）
第
七
十
条
第
三
項
第
三
号
及
び
第
四
号
の
総
務

省
令
の
制
定
の
た
め
に
、
郵
便
法
第
七
十
三
条
の
政
令
で
定
め
る
審
議
会
等
に
諮
問
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

総
務
大
臣
は
、
郵
便
法
第
七
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
可
の
申
請
（
新
郵
便
法
第
七
十
条
第
三
項
第
三
号
及
び
第
四

号
に
掲
げ
る
基
準
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
施
行
日
前
に
お
い
て
も
、
新
郵
便
法
第
七
十
条
第
三
項

の
規
定
の
例
に
よ
り
、
そ
の
認
可
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
認
可
を
受
け
た
郵
便
業
務
管
理
規

程
（
郵
便
法
第
七
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
郵
便
業
務
管
理
規
程
を
い
う
。
）
は
、
施
行
日
に
お
い
て
、
郵
便
法
第
七
十
条

第
一
項
の
認
可
を
受
け
た
も
の
と
み
な
す
。

（
政
令
へ
の
委
任
）

第
三
条

前
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る
。



四
頁

理

由

郵
便
の
役
務
の
な
る
べ
く
安
い
料
金
に
よ
る
あ
ま
ね
く
公
平
な
提
供
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
日
本
郵
便
株
式
会
社
と
一
般

信
書
便
事
業
者
と
の
間
の
対
等
な
競
争
条
件
を
確
保
す
る
た
め
、
郵
便
業
務
管
理
規
程
の
認
可
基
準
の
う
ち
郵
便
物
の
配
達
日

数
及
び
送
達
日
数
に
係
る
基
準
の
緩
和
並
び
に
配
達
地
に
よ
り
異
な
る
額
の
料
金
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
郵
便
物
の
範
囲
の

拡
大
を
行
う
と
と
も
に
、
一
般
信
書
便
事
業
に
つ
い
て
も
同
様
の
緩
和
等
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提

出
す
る
理
由
で
あ
る
。


